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（続紙 ２ ）                            
（論文審査の結果の要旨） 
 
中国では、中華人民共和国の建国以来、都市と農村の二元社会を前提に、都市労働者
の労働保険と農村住民の社会扶助が分立する形で社会保障制度が構築されてきた。そ
の後の経済体制の変化等を受け、現在では、基本的に、都市労働者、労働者以外の都
市住民、農村住民の各制度が分立する形で展開されている。本論文は、このように分
立する中国の社会保障制度が、人口政策という外在的な制約の下で、妊娠出産支援策
に関してどのような給付を行っているかを、法令等の規定に即して、また、制度の沿
革にも踏み込んで、明確化する作業を行うものである。中国の社会保障法学において
もこの分野での先行研究が著しく乏しい中、日中両国の社会保障法研究にとって、重
要かつ貴重な貢献をなすものということができる。 
 本論文の特徴は、複雑な社会保障制度による妊娠出産支援策を分析するに当たり、
上記の対象者別の視点と、妊娠前から出産に至る過程の段階別という視点を組み合わ
せることにより、現行の各制度の現状を明確にするとともに、その不備を剔出した点
にあり、ここに本論文の重要な意義が認められる。 
 また、事業主の保険料負担により妊娠出産期間中の給付を行う生育保険（出産保
険）についての分析は、わが国の妊娠出産支援策の在り様を考える上でも大いに参考
になるものである。 
 さらに、直近の展開として、「一人っ子政策」から「二人っ子政策」への転換とい
う人口政策の変化や、都市労働者に手厚い保障を行ってきた生育保険（出産保険）を
医療保険に統合する方針が示されたことなども検討対象に加え、その意義と今後の展
望について検討を行ったことも、意欲的な試みとして高く評価される。 
 もっとも、中国社会保障法の比較研究においては、特に本論文で扱われた妊娠出産
支援のように、裁判例が乏しく、立法や行政施策を中心とした検討によらざるを得な
い分野では、立法資料の制約もある中で、いささか皮相的な検討になりがちな傾向が
あり、本論文もそのような限界を完全には免れていない。また、社会保障制度とその
背景にある社会の変化や思想の傾向等との相互の関連等の分析については、やや物足
りないとの印象も否めない。 
 しかしながら、こうした点は筆者も課題として十分に認識するところであり、これ
らは今後の研究の深化により補うことが可能であって、本論文の学術的価値を低める
ものではないと認められる。 
 よって、本論文は博士（法学）の学位を授与するに相応しいものと認められる。 
また、平成28年8月26日に調査委員3名が論文内容とそれに関連した試問を行った結
果合格と認めた。 
なお、本論文は、京都大学学位規程第14条第2項に該当するものと判断し、公表に
際しては、当該論文の全文に代えてその内容を要約したものとすることを認める。 
 
